
 

 - 1 -

郵政改革法案要綱 

 

１ 総則 

（１）目的：郵政改革（郵政民営化により郵政事業の実施主体が日本郵政株式会社、郵便

事業株式会社、郵便局株式会社、郵便貯金銀行、郵便保険会社及び独立行政法人郵便

貯金・簡易生命保険管理機構（「機構」）に分割されるとともに日本郵政株式会社が

その保有する郵便貯金銀行及び郵便保険会社の株式の全部を処分するものとされたこ

と等の結果、郵政事業の経営基盤が脆
ぜい

弱となり、その役務を郵便局で一体的に利用す

ることが困難となるとともにあまねく全国において公平に利用できることについての

懸念が生じている事態に対処して、郵政事業の経営形態を見直し、郵政事業に係る基

本的な役務が利用者本位の簡便な方法により郵便局で一体的に利用できるようにする

とともに将来にわたりあまねく全国において公平に利用できることを確保するための

郵政事業の抜本的な改革）について、その基本的な理念及び方針並びに国等の責務を

定めるとともに、郵政事業の実施主体の再編成、当該再編成後の実施主体に関して講

ずる措置その他郵政改革の実施に必要な事項を定めることにより、これを総合的に推

進する。 

（２）基本理念：郵政改革は、郵政事業が国民生活及び国民経済並びに地域社会において

果たしてきた役割を踏まえ、郵政事業の経営の自主性、同種の業務を行う事業者との

競争条件の公平性並びに地域経済の健全な発展及び民間の経済活力の向上への寄与を

旨とするとともに、郵政事業における労働環境の整備及び郵政事業と地域経済との連

携に配慮しつつ、公共サービス基本法第３条の基本理念にのっとり、国民の権利とし

て郵政事業に係る基本的な役務を利用者本位の簡便な方法により郵便局で一体的に利

用できるようにするとともに将来にわたりあまねく全国において公平に利用できるこ

とを確保し、並びに長年にわたり国民共有の財産として築き上げられた郵便局ネット

ワークの活用その他の郵政事業の公益性及び地域性が十分に発揮されるようにするた

めの措置を講じ、もって国民生活の安定向上及び国民経済の健全な発展並びに豊かで

住みよい地域社会の実現に寄与することを基本として行われるものとする。 

（３）国等の責務：国は、（２）の基本理念にのっとり、郵政改革に関する施策を総合的

に策定し、及び確実かつ円滑に実施する責務を有する。郵政事業の実施主体は、

（２）の基本理念にのっとり、郵政改革に関する施策が確実かつ円滑に実施されるよ

う必要な取組を行う責務を有する。 

（４）以上のほか、所要の定義規定を設ける。 

（第１条～第４条関係） 

 

２ 郵政改革の基本方針 

（１）日本郵政株式会社は、平成２４年４月１日に、郵便事業株式会社及び郵便局株式会

社の業務並びに権利及び義務を合併により承継するものとする。 

（２）政府は、常時、日本郵政株式会社の総株主の議決権の３分の１を超える議決権を保

有するものとする。 

（３）日本郵政株式会社は、常時、郵政事業に係る基本的な役務を提供するための契約を

締結した銀行及び生命保険会社の総株主の議決権の３分の１を超える議決権を、それ

ぞれ保有するものとする。 

（４）日本郵政株式会社は、郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び債権債務の決済の役務並

びに簡易に利用できる生命保険の役務が利用者本位の簡便な方法により郵便局で一体

的に利用できるようにするとともに将来にわたりあまねく全国において公平に利用で

きることが確保されるよう、郵便局ネットワークを維持するものとする。 
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（５）機構が日本郵政公社から承継した郵便貯金及び簡易生命保険は、確実に郵便局にお

いて取り扱われるものとする。 

（６）郵便局ネットワークは、地方公共団体から委託された特定の業務を取り扱うことが

できるものとすること等により、地域住民の利便の増進に資する業務を行うための拠

点として活用されるものとする。 

（７）この法律又は関係法律の規定に基づく郵政事業の実施主体に対する政府の関与の実

行は、当該実施主体に課される義務の内容に照らして必要最小限のものとする。 

（８）郵政事業は、同種の業務を行う事業者の事業環境に与える影響を踏まえ、当該事業

者との競争条件の公平性に配慮して行われるものとする。 

（９）郵政事業は、中小企業の振興その他の地域経済の健全な発展及び民間の経済活力の

向上に寄与するよう配慮して行われるものとする。 

（１０）政府は、小規模な郵便局において行われる業務に関する検査及び監督について、

（４）の趣旨を尊重し、当該郵便局の業務の円滑な遂行に配慮して行うものとする。 

（１１）日本郵政株式会社は、郵政事業についての国民の理解を得るため、その経営の状

況に関する情報を公表するものとする。 

（１２）政府は、この法律の施行後３年を目途として、機構が日本郵政公社から承継した

郵便貯金及び簡易生命保険に係る債務の減少の状況その他の状況を勘案し、機構の解

散について検討を加え、その結果に基づいて所要の法制上の措置その他の措置を講ず

るものとする。 

（第５条～第１６条関係） 

 

３ 郵政改革推進委員会 

内閣府に、郵政改革推進委員会（「委員会」）を置く。 

（１）所掌事務：内閣総理大臣及び総務大臣の諮問に応じ、①関連銀行、関連保険会社（

日本郵政株式会社法第２条に規定する関連銀行、関連保険会社）等の業務に係る政策

に関する重要事項及び８（３）、９（３）の勧告の判断基準を調査審議すること、②

８（３）、９（３）の勧告に係る意見を述べること。 

（２）２年の任期で内閣総理大臣が任命する委員１０人をもって組織するものとするほか、

委員会の運営について所要の規定を設ける。 

（３）郵政改革に係る特定日（①②のいずれか遅い日）まで設置するものとする。 

① 関連銀行に係る特定日（ア、イのいずれにも該当することとなった日（ア：政府

が保有する日本郵政株式会社の議決権の総株主の議決権に対する割合が１００分の

５０以下であること、イ：日本郵政株式会社が保有する関連銀行である郵便貯金銀

行の議決権の総株主の議決権に対する割合が１００分の５０以下であること又は郵

便貯金銀行が関連銀行でないこと）） 

② 関連保険会社に係る特定日（ア、イのいずれにも該当することとなった日（ア：

①のア、イ：日本郵政株式会社が保有する関連保険会社である郵便保険会社の議決

権の総株主の議決権に対する割合が１００分の５０以下であること又は郵便保険会

社が関連保険会社でないこと）） 

（第１７条～第２５条関係） 

 

４ 日本郵政株式会社 

（１）日本郵政株式会社、郵便事業株式会社及び郵便局株式会社は、日本郵政株式会社を

吸収合併存続会社、郵便事業株式会社及び郵便局株式会社を吸収合併消滅会社とし、

平成２４年４月１日を効力発生日とする合併をするものとする。 

（２）日本郵政株式会社、郵便事業株式会社及び郵便局株式会社は、合併に関する実施計
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画を共同して作成し、内閣総理大臣、総務大臣及び国土交通大臣の認可を受けなけれ

ばならない。 

（３）日本郵政株式会社の業務の開始及び業務等に関し、貨物利用運送事業法等の特例、

郵政民営化法の廃止に伴う経過措置等の所要の規定を設ける。 

（第２６条～第５３条関係） 

 

５～７ 郵便貯金銀行、郵便保険会社、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構 

郵便貯金銀行、郵便保険会社、機構に関し、銀行法、保険業法の特例、郵政民営化法

の廃止に伴う経過措置並びに８（１）及び９（１）の届出の特例等の所要の規定を設け

る。 

（第５４条～第６２条関係） 

 

８ 関連銀行 

（１）関連銀行は、日本郵政株式会社に銀行窓口業務（施行日後の日本郵政株式会社法第

２条第１項に規定する銀行窓口業務）を行わせる前に、関連銀行及びその子会社が行

う業務の内容及び方法を内閣総理大臣及び総務大臣に届け出なければならず、届け出

た事項を遵守しなければならないものとする（変更後も同様）。 

（２）（１）で届け出た事項は、以下に適合するものでなければならないものとする。 

① 関連銀行の業務のうち、外貨預金の受入れその他の政令で定める業務等に該当す

るものについて、同種の業務を行う事業者との競争条件の公平性及び利用者への役

務の適切な提供を阻害するおそれがないこと。 

② 関連銀行の子会社のうち、証券専門会社、保険会社等（主として関連銀行のため

に従属業務を専ら営む会社等を除く。）に該当するものが行う業務について、同種

の業務を行う事業者との競争条件の公平性及び利用者への役務の適切な提供を阻害

するおそれがないこと。 

③ 関連銀行が、銀行等を子会社としていないこと（やむを得ない事由による場合と

して内閣府令・総務省令で定める場合を除く。）。 

（３）内閣総理大臣又は総務大臣は、（１）で届け出た事項が（２）に適合していないと

き等は、関連銀行に対し、必要な措置を講ずべき旨の勧告をすることができるものと

する。 

（４）内閣総理大臣又は総務大臣は、（３）の勧告をしようとするときは、あらかじめ委

員会の意見を聴かなければならないものとする。 

（５）内閣総理大臣又は総務大臣は、（３）の勧告をしたときは、その旨を公表しなけれ

ばならないものとする。 

（６）内閣総理大臣又は総務大臣は、（１）（２）等の規定の施行に必要な限度において、

関連銀行に対し、その業務又は財産の状況に関し報告又は資料の提出を求めることが

できる。 

（７）３（１）のうち関連銀行に係る部分及び８（１）～（６）の規定は、３（３）①の

関連銀行に係る特定日以後は、適用しないものとする。 

（第６３条～第６５条関係） 

 

９ 関連保険会社 

（１）関連保険会社は、日本郵政株式会社に保険窓口業務（施行日後の日本郵政株式会社

法第２条第２項に規定する保険窓口業務）を行わせる前に、関連保険会社及びその子

会社が行う業務の内容及び方法を内閣総理大臣及び総務大臣に届け出なければならず、

届け出た事項を遵守しなければならないものとする（変更後も同様）。 
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（２）（１）で届け出た事項は、以下に適合するものでなければならないものとする。 

① 関連保険会社の業務のうち、保険の種類のうち政令で定めるもの以外の保険の種

類の保険の引受け等に該当するものについて、同種の業務を行う事業者との競争条

件の公平性及び利用者への役務の適切な提供を阻害するおそれがないこと。 

② 関連保険会社の子会社のうち、銀行、証券専門会社等（主として関連保険会社の

ために従属業務を専ら営む会社等を除く。）に該当するものが行う業務について、

同種の業務を行う事業者との競争条件の公平性及び利用者への役務の適切な提供を

阻害するおそれがないこと。 

③ 関連保険会社が、保険会社等を子会社としていないこと（やむを得ない事由によ

る場合として内閣府令・総務省令で定める場合を除く。）。 

（３）内閣総理大臣又は総務大臣は、（１）で届け出た事項が（２）に適合していないと

き等は、関連保険会社に対し、必要な措置を講ずべき旨の勧告をすることができるも

のとする。 

（４）内閣総理大臣又は総務大臣は、（３）の勧告をしようとするときは、あらかじめ委

員会の意見を聴かなければならないものとする。 

（５）内閣総理大臣又は総務大臣は、（３）の勧告をしたときは、その旨を公表しなけれ

ばならないものとする。 

（６）内閣総理大臣又は総務大臣は、（１）（２）等の規定の施行に必要な限度において、

関連保険会社に対し、その業務又は財産の状況に関し報告又は資料の提出を求めるこ

とができる。 

（７）３（１）のうち関連保険会社に係る部分及び９（１）～（６）の規定は、３（３）

②の関連保険会社に係る特定日以後は、適用しないものとする。 

（第６６条～第６８条関係） 

 

１０ 雑則 

権限の委任、政令への委任について、所要の規定を設ける。 

（第６９条・第７０条関係） 

 

１１ 罰則 

罰則について、所要の規定を設ける。 

（第７１条～第７５条関係） 

 

１２ 附則 

この法律は、平成２４年４月１日（施行日）から施行する。ただし、次の規定はそれ

ぞれ以下の日から施行する。 

（１）１、２、４（１）（２）、４（３）のうち施行日前に届出等を可能とする規定、 

１０及び１１：この法律の公布の日 

（２）４（３）のうち郵政民営化法の廃止に伴う経過措置の規定及び５～７（８（１）及

び９（１）の届出の特例に係る部分等を除く。）：この法律の公布の日から起算して

３月を超えない範囲内において政令で定める日（郵政民営化法の廃止の日） 

（３）３並びに５～６のうち８（１）及び９（１）の届出の特例に係る部分の規定：この

法律の公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日（委員会

の設置の日） 


